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主な論点に係る関連条文 

農地法 

（農地の転用の制限） 

第四条 農地を農地以外のものにする者は、政令で定めるところにより、都道府県知事の許可（その者

が同一の事業の目的に供するため四ヘクタールを超える農地を農地以外のものにする場合（農村地域

工業等導入促進法（昭和四十六年法律第百十二号）その他の地域の開発又は整備に関する法律で政令

で定めるもの（以下「地域整備法」という。）の定めるところに従つて農地を農地以外のものにする

場合で政令で定める要件に該当するものを除く。第五項において同じ。）には、農林水産大臣の許可）

を受けなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

一 次条第一項の許可に係る農地をその許可に係る目的に供する場合 

二 国又は都道府県が、道路、農業用用排水施設その他の地域振興上又は農業振興上の必要性が高い

と認められる施設であつて農林水産省令で定めるものの用に供するため、農地を農地以外のものに

する場合 

三 農業経営基盤強化促進法第十九条の規定による公告があつた農用地利用集積計画の定めるとこ

ろによつて設定され、又は移転された同法第四条第四項第一号の権利に係る農地を当該農用地利用

集積計画に定める利用目的に供する場合 

四 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律第九条第一項 

の規定による公告があつた所有権移転等促進計画の定めるところによつて設定され、又は移転され

た同法第二条第三項第三号 の権利に係る農地を当該所有権移転等促進計画に定める利用目的に供

する場合 

五 農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律第八条第一項の規定によ

る公告があつた所有権移転等促進計画の定めるところによつて設定され、又は移転された同法第五

条第八項の権利に係る農地を当該所有権移転等促進計画に定める利用目的に供する場合 

六 土地収用法その他の法律によつて収用し、又は使用した農地をその収用又は使用に係る目的に供

する場合 

七 市街化区域（都市計画法 （昭和四十三年法律第百号）第七条第一項の市街化区域と定められた

区域で、同法第二十三条第一項 の規定による協議が調つたものをいう。）内にある農地を、政令で

定めるところによりあらかじめ農業委員会に届け出て、農地以外のものにする場合 

八 その他農林水産省令で定める場合 

２ 前項の許可は、次の各号のいずれかに該当する場合には、することができない。ただし、第一号及

び第二号に掲げる場合において、土地収用法第二十六条第一項の規定による告示（他の法律の規定に

よる告示又は公告で同項の規定による告示とみなされるものを含む。次条第二項において同じ。）に

係る事業の用に供するため農地を農地以外のものにしようとするとき、第一号イに掲げる農地を農業

振興地域の整備に関する法律第八条第四項に規定する農用地利用計画（以下単に「農用地利用計画」

という。）において指定された用途に供するため農地以外のものにしようとするときその他政令で定

める相当の事由があるときは、この限りでない。 

一 次に掲げる農地を農地以外のものにしようとする場合 

イ 農用地区域（農業振興地域の整備に関する法律第八条第二項第一号に規定する農用地区域をい
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う。以下同じ。）内にある農地 

ロ イに掲げる農地以外の農地で、集団的に存在する農地その他の良好な営農条件を備えている農

地として政令で定めるもの（市街化調整区域（都市計画法第七条第一項の市街化調整区域をいう。

以下同じ。）内にある政令で定める農地以外の農地にあつては、次に掲げる農地を除く。） 

(1) 市街地の区域内又は市街地化の傾向が著しい区域内にある農地で政令で定めるもの 

(2) (1)の区域に近接する区域その他市街地化が見込まれる区域内にある農地で政令で定めるも

の 

二 前号イ及びロに掲げる農地（同号ロ(1)に掲げる農地を含む。）以外の農地を農地以外のものにし

ようとする場合において、申請に係る農地に代えて周辺の他の土地を供することにより当該申請に

係る事業の目的を達成することができると認められるとき。 

三 申請者に申請に係る農地を農地以外のものにする行為を行うために必要な資力及び信用がある

と認められないこと、申請に係る農地を農地以外のものにする行為の妨げとなる権利を有する者の

同意を得ていないことその他農林水産省令で定める事由により、申請に係る農地のすべてを住宅の

用、事業の用に供する施設の用その他の当該申請に係る用途に供することが確実と認められない場

合 

四 申請に係る農地を農地以外のものにすることにより、土砂の流出又は崩壊その他の災害を発生さ

せるおそれがあると認められる場合、農業用用排水施設の有する機能に支障を及ぼすおそれがある

と認められる場合その他の周辺の農地に係る営農条件に支障を生ずるおそれがあると認められる

場合 

五 仮設工作物の設置その他の一時的な利用に供するため農地を農地以外のものにしようとする場

合において、その利用に供された後にその土地が耕作の目的に供されることが確実と認められない

とき。 

３ 都道府県知事が、第一項の規定により許可をしようとするときは、あらかじめ、都道府県農業会議

の意見を聴かなければならない。 

４ 第一項の許可は、条件を付けてすることができる。 

５ 国又は都道府県が農地を農地以外のものにしようとする場合（第一項各号のいずれかに該当する場

合を除く。）においては、国又は都道府県と都道府県知事との協議（その者が同一の事業の目的に供

するため四ヘクタールを超える農地を農地以外のものにする場合には、農林水産大臣との協議）が成

立することをもつて同項の許可があつたものとみなす。 

６ 第三項の規定は、都道府県知事が前項の協議を成立させようとする場合について準用する。 

 

（農地又は採草放牧地の転用のための権利移動の制限） 

第五条 農地を農地以外のものにするため又は採草放牧地を採草放牧地以外のもの（農地を除く。次項

及び第四項において同じ。）にするため、これらの土地について第三条第一項本文に掲げる権利を設

定し、又は移転する場合には、政令で定めるところにより、当事者が都道府県知事の許可（これらの

権利を取得する者が同一の事業の目的に供するため四ヘクタールを超える農地又はその農地と併せ

て採草放牧地について権利を取得する場合（地域整備法の定めるところに従つてこれらの権利を取得

する場合で政令で定める要件に該当するものを除く。第四項において同じ。）には、農林水産大臣の

許可）を受けなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

一 国又は都道府県が、前条第一項第二号の農林水産省令で定める施設の用に供するため、これらの
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権利を取得する場合 

二 農地又は採草放牧地を農業経営基盤強化促進法第十九条の規定による公告があつた農用地利用

集積計画に定める利用目的に供するため当該農用地利用集積計画の定めるところによつて同法第

四条第四項第一号の権利が設定され、又は移転される場合 

三 農地又は採草放牧地を特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関

する法律第九条第一項の規定による公告があつた所有権移転等促進計画に定める利用目的に供す

るため当該所有権移転等促進計画の定めるところによつて同法第二条第三項第三号の権利が設定

され、又は移転される場合 

四 農地又は採草放牧地を農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律第

八条第一項の規定による公告があつた所有権移転等促進計画に定める利用目的に供するため当該

所有権移転等促進計画の定めるところによつて同法第五条第八項の権利が設定され、又は移転され

る場合 

五 土地収用法その他の法律によつて農地若しくは採草放牧地又はこれらに関する権利が収用され、

又は使用される場合 

六 前条第一項第七号に規定する市街化区域内にある農地又は採草放牧地につき、政令で定めるとこ

ろによりあらかじめ農業委員会に届け出て、農地及び採草放牧地以外のものにするためこれらの権

利を取得する場合 

七 その他農林水産省令で定める場合 

２ 前項の許可は、次の各号のいずれかに該当する場合には、することができない。ただし、第一号及

び第二号に掲げる場合において、土地収用法第二十六条第一項の規定による告示に係る事業の用に供

するため第三条第一項本文に掲げる権利を取得しようとするとき、第一号イに掲げる農地又は採草放

牧地につき農用地利用計画において指定された用途に供するためこれらの権利を取得しようとする

ときその他政令で定める相当の事由があるときは、この限りでない。 

一 次に掲げる農地又は採草放牧地につき第三条第一項本文に掲げる権利を取得しようとする場合 

イ 農用地区域内にある農地又は採草放牧地 

ロ イに掲げる農地又は採草放牧地以外の農地又は採草放牧地で、集団的に存在する農地又は採草

放牧地その他の良好な営農条件を備えている農地又は採草放牧地として政令で定めるもの（市街

化調整区域内にある政令で定める農地又は採草放牧地以外の農地又は採草放牧地にあつては、次

に掲げる農地又は採草放牧地を除く。） 

(1) 市街地の区域内又は市街地化の傾向が著しい区域内にある農地又は採草放牧地で政令で定

めるもの 

(2) (1)の区域に近接する区域その他市街地化が見込まれる区域内にある農地又は採草放牧地で

政令で定めるもの 

二 前号イ及びロに掲げる農地（同号ロ(1)に掲げる農地を含む。）以外の農地を農地以外のものにす

るため第三条第一項本文に掲げる権利を取得しようとする場合又は同号イ及びロに掲げる採草放

牧地（同号ロ(1)に掲げる採草放牧地を含む。）以外の採草放牧地を採草放牧地以外のものにするた

めこれらの権利を取得しようとする場合において、申請に係る農地又は採草放牧地に代えて周辺の

他の土地を供することにより当該申請に係る事業の目的を達成することができると認められると

き。 

三 第三条第一項本文に掲げる権利を取得しようとする者に申請に係る農地を農地以外のものにす
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る行為又は申請に係る採草放牧地を採草放牧地以外のものにする行為を行うために必要な資力及

び信用があると認められないこと、申請に係る農地を農地以外のものにする行為又は申請に係る採

草放牧地を採草放牧地以外のものにする行為の妨げとなる権利を有する者の同意を得ていないこ

とその他農林水産省令で定める事由により、申請に係る農地又は採草放牧地のすべてを住宅の用、

事業の用に供する施設の用その他の当該申請に係る用途に供することが確実と認められない場合 

四 申請に係る農地を農地以外のものにすること又は申請に係る採草放牧地を採草放牧地以外のも

のにすることにより、土砂の流出又は崩壊その他の災害を発生させるおそれがあると認められる場

合、農業用用排水施設の有する機能に支障を及ぼすおそれがあると認められる場合その他の周辺の

農地又は採草放牧地に係る営農条件に支障を生ずるおそれがあると認められる場合 

五 仮設工作物の設置その他の一時的な利用に供するため所有権を取得しようとする場合 

六 仮設工作物の設置その他の一時的な利用に供するため、農地につき所有権以外の第三条第一項本

文に掲げる権利を取得しようとする場合においてその利用に供された後にその土地が耕作の目的

に供されることが確実と認められないとき、又は採草放牧地につきこれらの権利を取得しようとす

る場合においてその利用に供された後にその土地が耕作の目的若しくは主として耕作若しくは養

畜の事業のための採草若しくは家畜の放牧の目的に供されることが確実と認められないとき。 

七 農地を採草放牧地にするため第三条第一項本文に掲げる権利を取得しようとする場合において、

同条第二項の規定により同条第一項の許可をすることができない場合に該当すると認められると

き。 

３ 第三条第五項及び第七項並びに前条第三項の規定は、第一項の場合に準用する。 

４ 国又は都道府県が、農地を農地以外のものにするため又は採草放牧地を採草放牧地以外のものにす

るため、これらの土地について第三条第一項本文に掲げる権利を取得しようとする場合（第一項各号

のいずれかに該当する場合を除く。）においては、国又は都道府県と都道府県知事との協議（これら

の権利を取得する者が同一の事業の目的に供するため四ヘクタールを超える農地又はその農地と併

せて採草放牧地について権利を取得する場合には、農林水産大臣との協議）が成立することをもつて

第一項の許可があつたものとみなす。 

５ 前条第三項の規定は、都道府県知事が前項の協議を成立させようとする場合について準用する。 

 

附 則 

（農林水産大臣に対する協議） 

２ 都道府県知事は、当分の間、次に掲げる場合には、あらかじめ、農林水産大臣に協議しなければな

らない。 

一 同一の事業の目的に供するため二ヘクタールを超える農地を農地以外のものにする行為（地域整

備法の定めるところに従つて農地を農地以外のものにする行為で第四条第一項の政令で定める要

件に該当するものを除く。次号において同じ。）に係る同項の許可をしようとする場合 

二 同一の事業の目的に供するため二ヘクタールを超える農地を農地以外のものにする行為に係る

第四条第五項の協議を成立させようとする場合 

三 同一の事業の目的に供するため二ヘクタールを超える農地又はその農地と併せて採草放牧地に

ついて第三条第一項本文に掲げる権利を取得する行為（地域整備法の定めるところに従つてこれら

の権利を取得する行為で第五条第一項の政令で定める要件に該当するものを除く。次号において同

じ。）に係る第五条第一項の許可をしようとする場合 
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四 同一の事業の目的に供するため二ヘクタールを超える農地又はその農地と併せて採草放牧地に

ついて第三条第一項本文に掲げる権利を取得する行為に係る第五条第四項の協議を成立させよう

とする場合 
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農地法施行令 

（農林水産大臣の許可を要しない四ヘクタールを超える農地の転用） 

第八条 法第四条第一項の地域の開発又は整備に関する法律で政令で定めるものは、次のとおりとする。 

一 農村地域工業等導入促進法（昭和四十六年法律第百十二号） 

二 総合保養地域整備法（昭和六十二年法律第七十一号） 

三 多極分散型国土形成促進法（昭和六十三年法律第八十三号） 

四 地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律（平成四年法律第七十六

号） 

２ 法第四条第一項 の政令で定める要件は、農地を農地以外のものにする行為が次の各号のいずれか

に該当することとする。 

一 農村地域工業等導入促進法第五条第一項又は第二項の規定により定められた同条第一項に規定

する実施計画に基づき同条第三項第一号に規定する工業等導入地区内において同項第四号に規定

する施設を整備するために行われるものであること。 

二 総合保養地域整備法第七条第一項に規定する同意基本構想に基づき同法第四条第二項第三号に

規定する重点整備地区内において同法第二条第一項に規定する特定施設を整備するために行われ

るものであること。 

三 多極分散型国土形成促進法第十一条第一項に規定する同意基本構想に基づき同法第七条第二項

第二号に規定する重点整備地区内において同項第三号に規定する中核的施設を整備するために行

われるものであること。 

四 地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律第八条第一項に規定す

る同意基本計画に基づき同法第二条第二項に規定する拠点地区内において同項の事業として住宅

及び住宅地若しくは同法第六条第五項 に規定する教養文化施設等を整備するため又は同条第四項

に規定する拠点地区内において同法第二条第三項に規定する産業業務施設を整備するために行わ

れるものであること。 

 

（農地の転用の不許可の例外） 

第十条 法第四条第二項第一号に掲げる場合の同項ただし書の政令で定める相当の事由は、次の各号に

掲げる農地の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる事由とする。 

一 法第四条第二項第一号イに掲げる農地 農地を農地以外のものにする行為が次のすべてに該当す

ること。 

イ 申請に係る農地を仮設工作物の設置その他の一時的な利用に供するために行うものであつて、

当該利用の目的を達成する上で当該農地を供することが必要であると認められるものであるこ

と。 

ロ 農業振興地域の整備に関する法律（昭和四十四年法律第五十八号）第八条第一項又は第九条第

一項の規定により定められた農業振興地域整備計画（以下単に「農業振興地域整備計画」という。）

の達成に支障を及ぼすおそれがないと認められるものであること。 

二 法第四条第二項第一号ロに掲げる農地 農地を農地以外のものにする行為が前号イ又は次のいず

れかに該当すること。 

イ 申請に係る農地を農業用施設、農畜産物処理加工施設、農畜産物販売施設その他地域の農業の
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振興に資する施設として農林水産省令で定めるものの用に供するために行われるものであるこ

と。 

ロ 申請に係る農地を市街地に設置することが困難又は不適当なものとして農林水産省令で定め

る施設の用に供するために行われるものであること。 

ハ 申請に係る農地を調査研究、土石の採取その他の特別の立地条件を必要とする農林水産省令で

定める事業の用に供するために行われるものであること。 

ニ 申請に係る農地をこれに隣接する土地と一体として同一の事業の目的に供するために行うも

の（当該農地の位置、面積等が農林水産省令で定める基準に適合するものに限る。）であつて、

当該事業の目的を達成する上で当該農地を供することが必要であると認められるものであるこ

と。 

ホ 申請に係る農地を公益性が高いと認められる事業で農林水産省令で定めるものの用に供する

ために行われるものであること。 

ヘ 第八条第一項各号に掲げる法律の定めるところに従つて行われる場合で同条第二項各号のい

ずれかに該当するものその他地域の農業の振興に関する地方公共団体の計画（土地の農業上の効

率的な利用を図るための措置が講じられているものとして農林水産省令で定めるものに限る。）

に従つて行われる場合で農林水産省令で定める要件に該当するものであること。 

２ 法第四条第二項第二号 に掲げる場合の同項 ただし書の政令で定める相当の事由は、農地を農地以

外のものにする行為が前項第二号イ、ロ、ホ又はヘのいずれかに該当することとする。 

 

（良好な営農条件を備えている農地） 

第十一条 法第四条第二項第一号ロの良好な営農条件を備えている農地として政令で定めるものは、次

に掲げる農地とする。 

一 おおむね十ヘクタール以上の規模の一団の農地の区域内にある農地 

二 土地改良法（昭和二十四年法律第百九十五号）第二条第二項に規定する土地改良事業又はこれに

準ずる事業で、農業用用排水施設の新設又は変更、区画整理、農地の造成その他の農林水産省令で

定めるもの（以下「特定土地改良事業等」という。）の施行に係る区域内にある農地 

三 傾斜、土性その他の自然的条件からみてその近傍の標準的な農地を超える生産をあげることがで

きると認められる農地 

 

第十二条 法第四条第二項第一号ロの市街化調整区域内にある政令で定める農地は、次に掲げる農地と

する。 

一 前条第一号に掲げる農地のうち、その面積、形状その他の条件が農作業を効率的に行うのに必要な

ものとして農林水産省令で定める基準に適合するもの 

二 前条第二号に掲げる農地のうち、特定土地改良事業等の工事が完了した年度の翌年度から起算して

八年を経過したもの以外のもの（特定土地改良事業等のうち農地を開発すること又は農地の形質に変

更を加えることによつて当該農地を改良し、若しくは保全することを目的とする事業で農林水産省令

で定める基準に適合するものの施行に係る区域内にあるものに限る。） 

 

（市街地の区域内又は市街地化の傾向が著しい区域内にある農地） 

第十三条 法第四条第二項第一号ロ(1)の政令で定めるものは、次に掲げる区域内にある農地とする。 
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一 道路、下水道その他の公共施設又は鉄道の駅その他の公益的施設の整備の状況が農林水産省令で

定める程度に達している区域 

二 宅地化の状況が農林水産省令で定める程度に達している区域 

三 土地区画整理法（昭和二十九年法律第百十九号）第二条第一項に規定する土地区画整理事業又は

これに準ずる事業として農林水産省令で定めるものの施行に係る区域 

 

（市街地化が見込まれる区域内にある農地） 

第十四条 法第四条第二項第一号ロ(2)の政令で定めるものは、次に掲げる区域内にある農地とする。 

一 道路、下水道その他の公共施設又は鉄道の駅その他の公益的施設の整備の状況からみて前条第一

号に掲げる区域に該当するものとなることが見込まれる区域として農林水産省令で定めるもの 

二 宅地化の状況からみて前条第二号に掲げる区域に該当するものとなることが見込まれる区域と

して農林水産省令で定めるもの 
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農業振興地域の整備に関する法律 

（定義） 

第三条 この法律において「農用地等」とは、次に掲げる土地をいう。 

四 耕作又は養畜の業務のために必要な農業用施設（前号の施設を除く。）で農林水産省令で定める

ものの用に供される土地 

 

（市町村の定める農業振興地域整備計画） 

第八条 都道府県知事の指定した一の農業振興地域の区域の全部又は一部がその区域内にある市町村

は、政令で定めるところにより、その区域内にある農業振興地域について農業振興地域整備計画を定

めなければならない。 

２ 農業振興地域整備計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 農用地等として利用すべき土地の区域（以下「農用地区域」という。）及びその区域内にある土

地の農業上の用途区分 

二 農業生産の基盤の整備及び開発に関する事項 

二の二 農用地等の保全に関する事項 

三 農業経営の規模の拡大及び農用地等又は農用地等とすることが適当な土地の農業上の効率的か

つ総合的な利用の促進のためのこれらの土地に関する権利の取得の円滑化その他農業上の利用の

調整（農業者が自主的な努力により相互に協力して行う調整を含む。）に関する事項 

四 農業の近代化のための施設の整備に関する事項 

四の二 農業を担うべき者の育成及び確保のための施設の整備に関する事項 

五 農業従事者の安定的な就業の促進に関する事項で、農業経営の規模の拡大及び農用地等又は農用

地等とすることが適当な土地の農業上の効率的かつ総合的な利用の促進と相まつて推進するもの 

六 農業構造の改善を図ることを目的とする主として農業従事者の良好な生活環境を確保するため

の施設の整備に関する事項 

３ 農業の振興が森林の整備その他林業の振興と密接に関連する農業振興地域における農業振興地域

整備計画にあつては、前項第二号から第六号までに掲げる事項を定めるに当たり、あわせて森林の整

備その他林業の振興との関連をも定めるものとする。 

４ 市町村は、第一項の規定により農業振興地域整備計画を定めようとするときは、政令で定めるとこ

ろにより、当該農業振興地域整備計画のうち第二項第一号に掲げる事項に係るもの（以下「農用地利

用計画」という。）について、都道府県知事に協議し、その同意を得なければならない。 

 

（農業振興地域整備計画の基準） 

第十条 

４ 前項の農用地等及び農用地等とすることが適当な土地には、土地改良法第七条第四項に規定する非

農用地区域内の土地その他政令で定める土地は含まれないものとする。 

 

（農業振興地域整備計画の変更） 

第十三条 都道府県又は市町村は、農業振興地域整備基本方針の変更若しくは農業振興地域の区域の変

更により、前条第一項の規定による基礎調査の結果により又は経済事情の変動その他情勢の推移によ
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り必要が生じたときは、政令で定めるところにより、遅滞なく、農業振興地域整備計画を変更しなけ

ればならない。市町村の定めた農業振興地域整備計画が第九条第一項の規定による農業振興地域整備

計画の決定により変更を必要とするに至つたときも、同様とする。 

２ 前項の規定による農業振興地域整備計画の変更のうち、農用地等以外の用途に供することを目的と

して農用地区域内の土地を農用地区域から除外するために行う農用地区域の変更は、次に掲げる要件

のすべてを満たす場合に限り、することができる。 

一 当該農業振興地域における農用地区域以外の区域内の土地利用の状況からみて、当該変更に係る

土地を農用地等以外の用途に供することが必要かつ適当であつて、農用地区域以外の区域内の土地

をもつて代えることが困難であると認められること。 

二 当該変更により、農用地区域内における農用地の集団化、農作業の効率化その他土地の農業上の

効率的かつ総合的な利用に支障を及ぼすおそれがないと認められること。 

三 当該変更により、農用地区域内における効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の

利用の集積に支障を及ぼすおそれがないと認められること。 

四 当該変更により、農用地区域内の第三条第三号の施設の有する機能に支障を及ぼすおそれがない

と認められること。 

五 当該変更に係る土地が第十条第三項第二号に掲げる土地に該当する場合にあつては、当該土地が、

農業に関する公共投資により得られる効用の確保を図る観点から政令で定める基準に適合してい

ること。 

３ 都道府県知事は、必要があると認めるときは、市町村に対し、当該市町村の定めた農業振興地域整

備計画のうち農用地利用計画について第一項の規定による変更をするための必要な措置をとるべき

ことを指示することができる。 

４ 第八条第四項及び第十一条（第十二項を除く。）の規定は市町村が行う第一項の規定による変更（政

令で定める軽微な変更を除く。）について、第九条第二項及び第十一条第十二項の規定は都道府県が

行う第一項の規定による変更（政令で定める軽微な変更を除く。）について、第十二条の規定は同項

の規定による変更について準用する。この場合において、同条第二項中「当該農業振興地域整備計画

書」とあるのは、「当該変更後の農業振興地域整備計画書」と読み替えるものとする。 
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農業振興地域の整備に関する法律施行令 

（農用地等及び農用地等とすることが適当な土地に含まれない土地） 

第八条 法第十条第四項の政令で定める土地は、次に掲げる土地とする。 

四 公益性が特に高いと認められる事業に係る施設のうち農業振興地域整備計画の達成に著しい支

障を及ぼすおそれが少ないと認められるもので農林水産省令で定めるものの用に供される土地 
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農業振興地域の整備に関する法律施行規則 

（耕作又は養畜の業務のために必要な農業用施設） 

第一条 農業振興地域の整備に関する法律（以下「法」という。）第三条第四号の農林水産省令で定め

る農業用施設は、次に掲げるものとする。 

三 耕作又は養畜の業務を営む者が設置し、及び管理する次に掲げる施設 

イ 主として、自己の生産する農畜産物を原料又は材料として使用する製造又は加工の用に供する

施設 

ロ 主として、自己の生産する農畜産物又は自己の生産する農畜産物を原料若しくは材料として製

造され若しくは加工されたものの販売の用に供する施設 

 

（公益性が特に高いと認められる事業に係る施設） 

第四条の四 令第八条第四号の農林水産省令で定める施設は、次に掲げるものとする。 

二十六の二 地域の農業の振興に関する地方公共団体の計画（次に掲げる要件の全てを満たすものに

限る。）において当該計画に係る区域内の農用地等の保全及び効率的な利用を確保する見地から定

められている当該区域内において農用地等以外の用途に供することを予定する土地の区域内に設

置されるものとして当該計画に定められている施設で、第二十八号イからヘまでに掲げる要件の全

てを満たすもの 

イ 当該計画に係る区域内の土地の農業上の効率的かつ総合的な利用の促進を図る観点から農業

委員会の意見を聴いて市町村が条例に基づき定める計画であること。 

（略） 

二十七 地域の農業の振興に関する地方公共団体の計画（次に掲げる要件の全てを満たすものに限

る。）においてその種類、位置及び規模が定められている施設（当該農業振興地域の特性に応じた

農業の振興を図るために必要なものに限る。） 

イ 当該計画に係る区域内の土地の農業上の効率的かつ総合的な利用の促進を図る観点から農業

委員会の意見を聴いて市町村が定める計画であること。 

 

 


